
様式第十八号(第十一条関係)     (第1面) 

産業廃棄物処理施設設置許可申請書 
  年  月  日 

 吹田市長    殿 
申請者                  

住 所                 

氏 名                 

(法人にあっては、名称及び代表者の氏名) 

電話番号                

 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条第１項の規定により、産業廃棄物処理施設の

設置の許可を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。 

産業廃棄物処理施設の設置の場所 
○○市○○町○番、○番、○番・・・以上○筆 
※施設を設置する場所（原則として付帯施設を含む事業場） 
のすべての地番を記載 

産 業 廃 棄 物 処 理 施 設 の 種 類 
廃プラスチックの破砕施設、木くず又はがれき類の破砕施設 
※施行令第７条に規定された施設区分を記入 

産業廃棄物処理施設において処理
する産業廃棄物の種類（当該産業廃
棄物に石綿含有産業廃棄物、水銀使用製
品産業廃棄物及び水銀含有ばいじん等
が含まれる場合は、その旨を含む。） 

廃プラスチック類、木くず、紙くず、繊維くず 
※法第２条第４項及び令第２条に規定された産業廃棄物の種 
類を記載（処理するすべての産業廃棄物を記載） 

着 工 予 定 年 月 日 年   月   日 

使 用 開 始 予 定 年 月 日 年   月   日 

※許 可 の 年 月 日 年   月   日 

※許 可 番 号   

産業廃棄物処理施設の処理能力       ａ   m3／日(ｂ )時間 
      Ａ   t ／日(Ｂ )時間 
      ｃ   m3／時間 
      Ｃ   t ／時間 
面積        m2 
埋立容量      m3 

△産業廃
棄物処理
施設の位
置、構造
等の設置
に関する
計画に係
る事項 

産業廃棄物処理施設の
位置 

※「別紙のとおり」として、施設位置を明示した事業場敷地 
内平面図（敷地形状を反映し計測による検証が可能なもの） 
を添付。 

産業廃棄物処理施設の
処理方法 

※焼却の場合は「ストーカ式」「流動床式」等、破砕の場合は 
「衝撃式」「２軸せん断破砕」等。 

産業廃棄物処理施設の
構造及び設備 

※「別紙のとおり」として、構造を明らかにする平面･立面・ 
断面図その他の構造図面を添付。 

処理に伴
い生ずる
排ガス及
び排水 

量 
※最大能力で稼動した際に排出される排ガス量（㎥／日）ま 
たは排水量（ｔ／日）。 
※計算根拠、実測結果等を添付すること。 

処理方法 
(排出の方
法(排出口
の位置、排
出先等を
含む。)を
含む。) 

※「別添参照」として以下の事項を記載・図示した資料を参 
照する。 
排ガスの場合：処理方法（処理系統図、処理装置構造図面・ 
仕様書、風量・差圧・処理能力計算書含む）、施設・敷地内 
の排気ダクト配置図、局所・建屋排気施設（フード等）構 
造図、排出口の構造（位置・高さ・排出口径・形状のわか 
る図面添付）を記載 

排水の場合：処理方法（処理系統図、処理装置構造図面・仕 
様書、能力計算書を含む）、施設・敷地内の排水系統図（雨 
水集水系統を含む）、排水口の位置、放流先を記載 

設計計算上達成するこ
とができる排ガスの性
状、放流水の水質その
他の生活環境への負荷
に関する数値 

※最大能力で運転した場合に達成できる排ガス・排水の排出 
口濃度を記載する。 
※「根拠は別添のとおり」として、これらの濃度の根拠とな 
る設計計算書、同等施設における運転実績証明書等を添付。 

その他産業廃棄物処理
施設の構造等に関する
事項 

※「別添のとおり」として構造基準への適合を説明する書類 
を添付（添付書類の基準適合表を参考とすること。）。 

※事務処理欄   
(日本産業規格 Ａ列４番) 

A=B×C、a=b×c となるように記載 
する。ただし B,b が 8 時間未満の 
場合は B,b を 8 時間とする。 

※法定様式の第 4面の備考も参照すること。 

最終処分場の場合。 
 

記入説明 



(第2面) 

△産業廃棄
物処理施
設の維持
管理に関
する計画
に係る事
項 

排ガスの性状、放流水の水
質等について周辺地域の生
活環境の保全のため達成す
ることとした数値 

※申請者として産業廃棄物処理施設に係る周辺の生 
活環境の保全のために自ら達成することとした排ガ 
ス・排出水の濃度の管理目標値を記載すること。（別 
添参照可） 
※当該目標値の設定根拠を説明する書類を添付する 
こと。 

排ガスの性状及び放流水の
水質の測定頻度に関する事
項 

※申請者として自ら実施することとした排ガス、排出 
水の測定の頻度、項目、測定対象を記載する（別添参 
照可）。 
※別添図面等において測定箇所を明示すること。 

その他産業廃棄物処理施設
の維持管理に関する事項 

※「別添のとおり」として維持管理基準への適合を説 

明する書類を添付（添付書類の基準適合表を参考とす 

ること。）。 

※法定帳簿記載様式、及び帳簿閲覧を実施する場所を 

明示した図面を添付すること。 

※最終処分場の場合は、形状測量の基点となる基準点 

を明示した図面、及び当該基準点とその周辺の写真を 

添付すること。 

※その他、必要に応じ、周辺の生活環境への影響を抑 

止するために実施する維持管理内容を記載すること。 

△災害防止のための計画(産業廃棄物の
最終処分場である場合) 

※以下に関する事項を記載すること。 

① 産業廃棄物の飛散及び流出の防止 

② 公共水域及び地下水の汚染防止 

③ 火災発生防止 

④ その他必要な事項 

焼却灰等、汚
泥等又は廃石
綿等若しくは
石綿含有産業
廃棄物の溶融
処理に伴い生
ずる廃棄物の
処分方法 

特別管理産業
廃棄物以外の
産業廃棄物 

区 分 
自家処分    委託処分 

 
※該当するものに○印をつけること。 

処分方法 ※最終処分または再生までの全工程を記載すること。 

特別管理産業
廃棄物 区 分 

自家処分    委託処分 

 
※該当するものに○印をつけること。 

処分方法 ※最終処分または再生までの全工程を記載すること。 

△埋立処分の計画(最終処分場の場合) 

※「別添参照」として以下の事項を記載・図示した計 

画書を添付すること。 

①埋立方式、②埋立順序・工程（埋立地内における埋立 

順序、覆土、施設整備等を含めた工程）、③石綿含有産業 

廃棄物の埋立予定区域（範囲と深さ）、④埋立法面形状

と 

覆土・表面保護工法、⑤埋立高さ・形状、⑥埋立期間、 

⑦埋立処分終了後廃止までの維持管理に関する計画、 

⑧その他周辺の生活環境への影響を抑止するために 

必要な維持管理事項 

△産業廃棄物の搬入及び搬出の時期及び
方法に関する事項 

※「別添資料」として以下の事項を記載・図示した計 

画書を添付すること。 

①産業廃棄物処理施設への廃棄物搬入・処理後物搬出 

の手段、②前項の主な経路、③搬出入を行う時間帯、 

④その他搬出入に伴う周辺の生活環境への影響を抑 

止するために実施する維持管理方法 



(第3面) 

申請者(個人である場合) 

  

(ふ り が な) 

氏 名 
生 年 月 日 

本 籍 

住 所 

  
    

  

 (法人である場合) 

(ふ り が な) 
名 称 

住 所 

    

法定代理人(申請者が法第14条第５項第２号ハに規定する未成年者である場合) 

  

（個人である場合） 

(ふ り が な) 

氏 名 
生 年 月 日 

本 籍 

住 所 

    
  

  

（法人である場合） 

（ふ り が な） 

名     称 
住 所 

   

 

役員（法定代理人が法人である場合） 

（ふりがな） 

氏  名 

生 年 月 日 本 籍 

役職名・呼称 住 所 

 
  

  

 
  

  

 
  

  

役員(申請者が法人である場合) 

  

(ふ り が な) 

氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役職名・呼称 住 所 

  
  

  

  

    
  

  

    
  

  

    
  

  

    
  

  

    
  

  

※氏名、本籍地及び住所は、住民票の表記に合わせて記入す 
ること（旧字体、「番地」「号」など含めて）。以下同じ。 

※全員を記載しきれない場合は「別紙のとおり」として、 
同様式の名簿を添付する（備考参照）。 

※法第１４条第５項第２号ニに規定する役員とは、業務を執行する社員、取締 
役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称 
を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執 
行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者 
を含む。 
※全員を記載しきれない場合は「別紙のとおり」として、同様式の名簿を 
添付する（備考参照）。（法人登記簿謄本の参照は不可） 



(第4面) 

発行済株式総数の100分の5以上の株式を有する株主又は出資の額の100分の5以上の額に

相当する出資をしている者(申請者が法人である場合において、当該株主又は出資をして

いる者があるとき) 

  

発行済株式の
総数 

株 出資の額   

(ふ り が な) 

氏名又は名称 
生年月日 

保有する株式の数又
は出資の金額 

本 籍 

割 合 住 所 

  
  

    

    

    
    

    

    
    

    

    
    

    

令第6条の10に規定する使用人(申請者に当該使用人がある場合) 

  

(ふ り が な) 
氏 名 

生 年 月 日 本 籍 

役 職 名 ・ 呼 称 住 所 

      

    

  
    

    

  
    

    

  
    

    

  
    

    

備考 
 1 ※欄は記入しないこと。 
 2 産業廃棄物処理施設の種類については、脱水施設、焼却施設、中和施設、最終処分

場等の別を記入すること。 
 3 △印の欄の記載については、できる限り図面、表等を利用することとし、かつ、次

の図面等を含むこと。 
  (1) 産業廃棄物処理施設の構造及び設備については、当該施設の構造を明らかにす

る平面図、立面図、断面図及び構造図 
  (2) 排ガス及び排水の処理方法については、処理系統図 
 4 △印の欄にその記載事項のすべてを記載することができないときは、同欄に「別紙

のとおり」と記載し、別紙を添付すること。 
 5 焼却灰等の処分方法は、令第7条第3号、第5号、第8号、第10号、第12号及び第13号

の2に掲げる施設の場合に記入すること。 
 6 汚泥等の処分方法は、令第7条第4号、第6号及び第11号に掲げる施設の場合に記入す

ること。 
 7 廃石綿等又は石綿含有産業廃棄物の溶融処理に伴い生ずる廃棄物の処分方法は、令

第７条第11号の２に掲げる施設の場合に記入すること。 
 8 「法定代理人」の欄から「令第6条の10に規定する使用人」までの各欄については、

該当するすべての者を記載することとし、記載しきれないときは、この様式の例によ
り作成した書面に記載して、その書面を添付すること。 

 9 「役員」の欄に記載する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ

らに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、

法人に対し業務を執行する社員、取締役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を

有するものと認められる者を含む。 
 10 都道府県知事が定める部数を提出すること。 

※手数料欄 

※全員を記載しきれない場合は「別紙のとおり」として、 
同様式の名簿を添付する（備考参照）。 

※ここに記載する使用人は、申請者の使用人で、以下のものの代表者であるもの。 
①本店又は支店（商人以外の者にあっては、主たる事務所又は従たる事務所） 
②前号のほか、継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、廃棄物の 
収集運搬・処分・再生の業に係る契約を締結する権限を有する者を置くもの 
※全員を記載しきれない場合は「別紙のとおり」として、同様式の名簿を添付す 
る（備考参照）。 



産業廃棄物処理施設設置許可申請書添付書類一覧（申請者が法人の場合） 

 

※申請書において「別紙参照」とした書類に加えて、以下の書類を添付すること。 

 

提出部類 
･政令第７条の２に該当しない施設  正本 １部   副本 ５部 
･政令第７条の２に該当する施設   正本 １部   副本２０部 

No. 添付書類及びその内容 

1 生活環境影響調査書 

2 設置及び維持管理に関する計画書 
構造基準及び維持管理基準への適合状況を判断できるものとする（添付書類の様式例参照）。 

3 当該産業廃棄物処理施設の構造を明らかにする設計計算書 
当該施設の形状、寸法、内部構造を明らかにする図面、及び能力計算書（最終処分場においては求積図）。 

事業場内の平面図（施設が設置される建屋、敷地の囲い（構造と高さを付記）、出入口、管理事務所、廃棄物・処理後物の 

保管場所、排ガス・排水処理施設及びそれらの排出口を明示したもの）を添付すること。保管場所については保管容量を 

計算できる図面とすること。 

その他必要に応じて、構造基準への適合状況を審査するための資料を添付すること。 

4 (最終処分場以外の施設である場合) 処理工程図 
(最終処分場である場合) 周囲の地形、地質及び地下水の状況を明らかにする書類及び図面 
処理工程図は、産業廃棄物を受入・保管から、処理を行い、処理後の産業廃棄物の保管・搬出までの処理工程フロー図と 

する。 

5 当該産業廃棄物処理施設の付近の見取り図 
周辺住宅地図等。敷地範囲、主たる通行路、排水放流先水域を明示すること。 

6 当該産業廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する技術的能力を説明する書類 
技術管理者就任予定者に関する書類に必要事項を記載すること。 

講習等の修了証（受講予定であれば受講票など予定を証明する書類）の写しを添付すること。 

7 当該産業廃棄物処理施設の設置及び維持管理に要する資金の総額及びその資金の調達方法 
を記載した書類（借入金がある場合はその返済計画及び収支計画） 
「産業廃棄物処理業、廃棄物処理施設に係る申請書等の様式に関する要領」様式第 8号によること。 

8 直前３年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、個別注記
表、法人税の納付すべき額及び納付済額を証する書類、及び確定申告書の写し。 
法人設立から３年を経過しない場合等、直前３年の貸借対照表・損益計算書・株主資本等変動計算書・個別注記表が添付でき

ない場合は理由書及び追加書類を添付。貸借対照表と損益計算書は直前２年分の有価証券報告書でも可。 

債務超過、施設設置に必要な資金が確保できていない、または新たに必要となる運転・維持管理費を賄える利益が計上で 

きていない場合は、経理的基礎の審査のために必要な追加書類を求める。 

法人税に関する書類（国税）は税務署発行の納税証明書（その１）。３年分を添付できない場合は、理由書、開業届出書写 

し等の追加書類を提出すること。 

確定申告書の写しについては、税務署の受付印が押印されたもの（電子申請など受付印を押印した書面が存在しない場合 

は、当該申告が受理されていることを示す資料とする。）で、別表１（１）と別表４（必要に応じその他の添付資料の写し 

の提出を求めることがある。）。修正申告がある場合は、修正申告書の写しとする。 

9 申請者の定款又は寄付行為及び法人登記事項証明書（法人登記簿謄本）（注３） 
登記事項証明書は履歴事項全部証明書とする。 

10 法第１４条第５項第２号ニに規定する役員の住民票の写し（注１）、並びに成年被後見人及 
び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書（注２） 
（注３）（注４） 
法第１４条第５項第２号ニに規定する役員とは、業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相 

談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれ 

らに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。 

11 発行済株式総数の 100 分の５以上の株式を有する株主又は出資の額の 100 分の５以上の額 
に相当する出資をしている者があるときは、これらの者の住民票の写し（注１）、並びに成 
年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書（注２）（個人の場合）又は登記 
事項証明書（法人登記簿謄本）（法人の場合） 
（注３）（注４） 
株主又は出資者が役員と重複する場合の住民票の写し、成年被後見人等に係る登記事項証明書は不要。 

 

 

 



（法人の場合 つづき） 

No. 添付書類及びその内容 

12 申請者に政令第６条の１０に規定する使用人がある場合には、その者の住民票の写し（注 
１）及び成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書（注２） 
（注３）（注４） 
政令第６条の１０に規定する使用人とは、使用人で次の①,②に掲げるものの代表者であるもの 

①本店又は支店（商人以外のものにあっては、主たる事務所又は従たる事務所） 

②①に掲げるもののほか、継続的に業務を行うことができる施設を有する場所で、廃棄物の収集若しくは運搬又は処分 

若しくは再生の業にかかる契約を締結する権限を有する者を置くもの。 

13 施設設置場所の土地の登記事項証明書、地籍図（公図）の写し、及び当該土地について申請 
者が所有権を有していない場合は当該土地を使用する権原を証する書類（注３） 
土地の使用権原を証する書類は、土地の賃貸借契約書の写し等。 

14 当該施設（既設の場合）及び建物について申請者が所有権を有することを示す書類（登記事 
項証明書等）、または所有権を有していない場合は当該施設及び建物を使用する権原を証す 
る書類（注３） 
施設・建物の使用権原を証する書類は、当該施設・建物の賃貸借契約書の写し等。 

15 委任状 
申請する法人の社員でない者が提出する場合に必要。 

16 申請者が法第１４条第５項第２号イからヘまでに該当しない旨を誓約する書面（注４） 
「産業廃棄物処理業、廃棄物処理施設に係る申請書等の様式に関する要領」様式第 25号により提出。 

 

（注１）住民票の写しは、本籍地（外国籍の方の場合は、国籍等）が記載されており、個人番号（マイナンバー）は記載されていないもの

とする。 

（注２）後見登記等に関する法律（平成 11 年法律第 152 号）第10 条第１項に規定する、成年被後見人及び被保佐人に該当しな 

い旨を証する登記事項証明書をいい、東京・大阪法務局または各地方法務局に申請して発行を受けること。 

（注３）住民票、登録原票記載事項証明書、登記簿の謄本、登記事項証明書、等の各種証明書等は発行日から 3 ヶ月以内のもの 

であること。 

（注４）以下の許可証（平成１２年１０月１日以降に受けた許可であって、当該許可の日から起算して５年を経過しないものに 

限る。）の写しを添付（提出時に原本を持参すること。）した場合は省略可とする。（法施行規則第１１条第８項） 

① 産業廃棄物収集運搬業または処分業許可証（変更許可を含む） 

（「規則第９条の２第５項（又は第１０条の４第５項）の規定による許可証の提出の有無」の欄が「無」となってい 

るものに限る。） 

② 特別管理産業廃棄物収集運搬業または処分業許可証（変更許可を含む） 

（「規則第１０条の１２第２項（又は第１０条の１６第２項）の規定による許可証の提出の有無」の欄が「無」とな 

っているものに限る。） 

③ 産業廃棄物処理施設設置許可（変更許可を含む） 

（「規則第１１条第８項の規定による許可証の提出の有無」の欄が「無」となっているものに限る。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



産業廃棄物処理施設設置許可申請書添付書類一覧（申請者が個人の場合） 

 

※申請書において「別紙参照」とした書類に加えて、以下の書類を添付すること。 

 

提出部類 
･政令第７条の２に該当しない施設  正本 １部   副本 ５部 
･政令第７条の２に該当する施設   正本 １部   副本２０部 

No. 添付書類及びその内容 

1 （法人の場合の No.１～５，７，１２～１４，１６の書類に同じ） 

2 当該産業廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する技術的能力を説明する書類 
技術管理者就任予定者に関する書類に必要事項を記載すること。申請者以外の者が技術管理者となる場合には、当該者が 

申請者が雇用する者またはその予定になる者であることとし、原則として使用人に位置づけること。 

講習等の修了証（受講予定であれば受講票など予定を証明する書類）の写しを添付すること。 

3 資産に関する調書、直前３年の所得税の納付すべき額と納付額を示す書類、及び直前３年 
の確定申告書の写し。 
資産調書は「産業廃棄物処理業、廃棄物処理施設に係る申請書等の様式に関する要領」様式第 9 号により作成し、必要に応

じて記載内容を証する書面を添付すること。 

債務超過、施設設置に必要な資金が確保できていない、または新たに必要となる運転・維持管理費を賄える利益が計上で 

きていない場合は、経理的基礎の審査のために必要な追加書類を求める。 

所得税に関する書類（国税）は税務署発行の納税証明書（その１）。３年分を添付できない場合は、理由書、開業届出書 

写し等の追加書類を提出すること。 

確定申告書の写しについては、税務署の受付印が押印されたもの（電子申請など受付印を押印した書面が存在しない場合 

は、当該申告が受理されていることを示す資料とする。）で、第１表･２表（必要に応じその他の添付資料の写しの提出を 

求めることがある。）。修正申告がある場合は、修正申告書の写しとする。 

4 申請者の住民票の写し、並びに成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明 
書 
住民票の写しは、本籍地が記載されているものとする。外国籍の場合は、住民票の代わりに外国人登録証明書の写し、又 

は登録原票記載事項証明書を添付すること。 

「成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書」は、後見登記等に関する法律（平成 11 年法律第 152 号） 

第10 条第１項に規定する、成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨を証する登記事項証明書をいい、東京・大阪法務 

局または各地方法務局に申請して発行を受けること。 

住民票の写し、登録原票記載事項証明書等の各種証明書等は発行日から 3 ヶ月以内のものであること。 

5 申請者が法第１４条第５項第２号ハに規定する未成年者（営業に関し成年者と同一の行為 
能力を有しない未成年者）である場合には、その法定代理人の住民票の写し、並びに成年 
被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書 （注） 
住民票の写し、成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書については、前項と同じ要件を満たすもの。 

6 委任状 
申請する法人の社員でない者が提出する場合に必要。 

 

（注） 以下の許可証（平成１２年１０月１日以降に受けた許可であって、当該許可の日から起算して５年を経過しないものに 

限る。）の写しを添付（提出時に原本を持参すること。）した場合は省略可とする。（法施行規則第１１条第８項） 

① 産業廃棄物収集運搬業または処分業許可証（変更許可を含む） 

（「規則第９条の２第５項（又は第１０条の４第５項）の規定による許可証の提出の有無」の欄が「無」となってい 

るものに限る。） 

② 特別管理産業廃棄物収集運搬業または処分業許可証（変更許可を含む） 

（「規則第１０条の１２第２項（又は第１０条の１６第２項）の規定による許可証の提出の有無」の欄が「無」とな 

っているものに限る。） 

③ 産業廃棄物処理施設設置許可（変更許可を含む） 

（「規則第１１条第８項の規定による許可証の提出の有無」の欄が「無」となっているものに限る。） 

 

 

 

 

 



構造基準適合表（設置計画）【焼却施設】 

 

共通基準〔施行規則第１２条〕 

技 術 上 の 基 準 計 画 内 容 

Ⅰ 自重、積載荷重その他の荷重、地 

震力及び温度応力に対して構造耐力上 

安全であること。 

 

コンクリート基礎の上に固定している。 

構造計算を行い設計した架台に固定している。 

Ⅱ 産業廃棄物、産業廃棄物の処理に 

伴い生じる排ガス及び排水、施設にお 

いて使用する薬剤等による腐食を防止 

するために必要な措置が講じられてい 

ること。 

湿式排ガス洗浄装置は耐腐食性材料により構成 

し、循環水のｐH 調整装置を設ける。 

乾式処理装置においては排ガス温度が酸露点以下 

とならない温度で自動制御する。 

Ⅲ 産業廃棄物の飛散及び流出並びに 

悪臭の発散を防止するために必要な構 

造のものであり、又は必要な設備が設 

けられていること。 

 

Ⅳ 著しい騒音及び振動を発生し、周 

囲の生活環境を損なわないものである 

こと。 

 

 

Ⅴ 施設から排水を放流する場合は、 

その水質を生活環境保全上の支障を生 

じないものとするために必要な排水処 

理設備が設けられていること。 

 

Ⅵ 産業廃棄物の受入設備及び処理さ 

れた産業廃棄物の貯留設備は、施設の 

処理能力に応じ、十分な容量を有する 

ものであること。 

 

個別基準〔施行規則第１２条の２〕 

技 術 上 の 基 準 計 画 内 容 

外気と遮断された状態で、定量ずつ連 

続的にごみを燃焼室に投入することが 

できる供給装置が設けられているこ 

と。 

二重扉構造の投入装置を設ける。 

（図面○○参照） 

 

 



維持管理基準適合表（維持管理計画）【焼却施設】 

 

共通基準〔施行規則第１２条の６〕 

技 術 上 の 基 準 計 画 内 容 

ⅰ 受け入れる産業廃棄物の種類及び 

量が当該施設の処理能力に見合った適 

正なものとなるよう、受け入れる際に、 

必要な当該産業廃棄物の性状の分析又 

は計量を行うこと。 

処理対象物である木くず以外のものが混入しない 

よう、入門時の積荷の目視、受入直後のダンピン 

グ時の内容物検査を行い、不適物は受け入れず持 

ち帰らせる。検査責任者を選任し、当該検査結果 

を記録する。 

CCA処理木材については排ガスや燃え殻の性状に 

影響を及ぼすため、契約において禁忌物として明 

記し、検査においても重点的に検査する。 

スケールにおいて受入重量を計量し、処理能力を 

大幅に超過する場合には搬入規制を行う。 

ⅱ 施設への産業廃棄物の投入は、当 

該施設の処理能力を超えないように行 

うこと。 

投入作業におけるマニュアルを作成し、過大投入 

とならない方法（投入ブースの充填量はブースの 

３分の２を超えないようにし、投入間隔は１０～ 

１５分とする）を遵守する。 

投入回数と時刻は作業従事者が記録し、当該記録 

は技術管理者が確認する。 

投入作業状況は技術管理者が随時確認し、異常時 

は従事者に是正を指示する。当該確認結果及び指 

示事項は記録する。 

ⅲ 産業廃棄物が施設から流出する等 

の異常な事態が生じた時は、直ちに施 

設の運転を停止し、流出した産業廃棄 

物の回収その他の生活環境の保全上必 

要な措置を講ずること。 

 

ⅳ 施設の正常な機能を維持するた 

め、定期的に施設の点検及び機能検査 

を行うこと。 

 

ⅴ 産業廃棄物の飛散及び流出並びに 

悪臭の発散を防止するために必要な措 

置を講ずること。 

 

 

 

 

 



 

共通基準〔施行規則第１２条の６〕 

技 術 上 の 基 準 計 画 内 容 

ⅵ 蚊、ハエ等の発生の防止に努め、 

構内の清潔を保持すること。 

 

ⅶ 著しい騒音及び振動の発生により 

周囲の生活環境を損なわないように必 

要な措置を講ずること。 

 

ⅷ 施設から排水を放流する場合は、 

その水質を生活環境保全上の支障が生 

じないものとすると共に､定期的に放 

流水の水質検査を行うこと。 

 

ⅸ 施設の維持管理に関する点検､検 

査その他の措置の記録を作成し、３年 

間保存すること。 

 

個別基準〔施行規則第１２条の７〕 

技 術 上 の 基 準 計 画 内 容 

燃焼室へのごみの投入は、外気と遮断 

した状態で、定量ずつ連続的に行うこ 

と。 

投入作業におけるマニュアルを作成し、二重扉の 

操作順序（開放状態とならないようにする）、及び 

定量連続的な投入方法（投入ブースの充填量はブ 

ースの３分の２を超えないようにし、投入間隔は 

１０～１５分とする）を遵守する。 

技術管理者が作業状況を随時点検する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第 25号 

誓 約 書 

 

 

 申請者(申請を行う者のほか、申請者が法人である場合にはその役員(業務を執行する社員、取締役、執行

役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対

し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと認めら

れる者を含む。)、申請者が営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合にはその法

定代理人(法定代理人が法人である場合においては、その役員を含む。)及び廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律施行令第4条の7に規定する使用人を含む。)は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第14条第5項第2

号イからヘまでのいずれにも該当しないことを誓約します。 

 

 

  吹田市長 宛 

 

 

年  月  日   

 

 

 

申請者                

住所                

氏名                

(法人にあっては名称並びにその代表者氏名) 

 

 

 

 

 


